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自
転
車
保
険
口

へ
の
加
入
を

義
務
付
け
る
条
例
制
定
の
動
き

が
広
が

っ
て
い
る
。
９
月
に
読

売

新
聞
が
全
４７
都
道
府
県
、

２０
政
令
市
を
調

べ
た
と
こ
ろ
、

自
転
車
利
用
者
に
対
し
、
１２
自

治
体
が
義
務
付
け
を
し
、
１３
自

治
体
が
努
力
義
務
と
し

て
い

た
。条

例
は
、
自
転
車
事
故
を
め

ぐ
る
高
額
な
損
害
賠
償
に
備
え

て
も
ら
う
の
が
目
的
の

一
つ
。

兵
庫
県
が
２
０
１
５
年
、
加
入

義
務
付
け
条
例
を
全
国
初
制
定

し
た
の
は
、
神
戸
地
裁
で
約
９

５
０
０
万
円
の
賠
償
責
任
を
認

め
る
判
決
が
出
た
こ
と
が
背
景

に
あ
る
。
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人

「
自
転

鼈
鳳
燿
頷
讀

な
ど
の
特
約
で
付
け
る
こ
と
も
で
き
る
。
車
体
に
対
す
る
日

嚇摩噸輔鯛饉
ｏ術鶴艤ｍな「劉闘鷹川）調滞融離け瓢が

１
億
円
。

(第 3種 郵 便 物 認 可 )

市自転車保険の加入を条例で定め るな ど

している自治体         
｀

自
治
体

条
例
制
定
の
動
き

車
政
策

・
計
画
推
進
機
構
」
の

一

古
倉
宗
治
理
事
長
に
よ
る
と
、

２
０
０
０
年
代
初
頭
か
ら
環
境

に
優
し
い

「
交
通
手
段
」
と
し

て
自
転
車
が
定
着
す
る
中
、
自

転
車
側
に
賠
償
責
任
を
求
め
る

意
識
も
広
が

っ
た
と
い
う
。

警
察
庁
に
よ
る
と
全
国
で
起

き
た
自
転
車
が
関
係
す
る
事
故

総
数
は
、
０７
年
の
約
１７
万
件
か

ら
年
々
減
り
、
１７
年
は
半
減
に

近
い
約
９
万
件
。

一
方
で
対
歩

行
者
に
限
る
と
、
ほ
ぼ
２
０
０

０
件
台
後
半
の
横
ば
い
で
、
年

間
平
均
２
６
７
９
件
だ

っ
た
。

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
を
持
つ
な

ど
し
な
が
ら
の
運
転
も
問
題
視

さ
れ
て
お
り
、
警
察
庁
に
よ
る

相模原市、名古屋市、▲京都市、▲堺市
兵庫県、鹿児島県、仙台市、さいたま市、
▲埼玉県、滋賀県、▲京都府、大阪府、

神際川県、長野県、静岡県、

北海道、群馬県、千葉県、東京都、鳥取

県、香川県、徳島県、愛媛県、福岡県、

(▲は条例改正で努力義務を義務に強化o本紙調べ )

熊本県、千葉市、静岡市、福岡市

命自転車事故で高額の損害賠償が認められた主な訴訟 (本紙調
べ )

賠償額 概 要

約9500万円
行中の高齢女性に重傷を負わせ、小

学生の母親が監督章任を問われた (2013年、神戸地裁半J決 )

甜句4700フラF電
脇見運転の自転車が歩行者との衝突を回避できず、歩行者は死
亡 (14年、東京地

詔ヽ4000フラR 無灯火の自転庫が交
差点で、出合い頭に前照灯をつけた自転車

と衝突し、前照灯をつけていた側が重傷 (15年、東京地裁判決 )

600フラFヨ
女性をはね、脚の骨を折った女

性は障害が残った (17年、大阪高裁で和解 )

と
、

「
な
が
ら
運
転
」
が
原
因

の
自
転
車
と
歩
行
者
の
事
故
は

・７
年
に
４５
件
発
生
し
、
０７
年
以

降
で
最
多
。
う
ち
自
転
車
側
が

画
面
を
見
て
い
た
ケ
ー
ス
も
最

．

多
の
２９
件
だ

っ
た
。

条
例
が
あ
る
２５
自
治
体
は
、

い
ず
れ
も
義
務
違
反
の
罰
則
を

設
け
て
い
な
い
。
努
力
義
務
と

し
て
い
た
埼
玉
県

や
京
都
府

な
ど
４
自
治
体
は
、

条
例
改

正
で
義
務
化
に
格
上
げ
し
た
。

京
都
府
の
担
当
者
は

「
『
加
入

に
努
め
て
』
と

『
加
入
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
』
で
は
、
自
転

車
所
有
者
に
と

っ
て
重
み
が
ま

っ
た
く
違
う
」
と
意
義
を
強
調

す
る
。

保
険
加
入
の
把
握
が
難
し
い

た
め
、
条
例
の
実
効
性
確
保
の

工
夫
も
必
要
だ
。
大
阪
府
は
大

阪
市
と
堺
市
を
除
く
全
公
立
学

校
で
、
加
入
を
自
転
車
通
学
の

許
可
条
件
に
。
１６
年
に
条
例
を

周
知
す
る
チ
ラ
シ
を
自
治
会
加

入
の
約
２３
万
世
帯
に
配
布
し
た

堺
市
で
は
、
加
入
率
が
約
１２
習

増
の
７２

・
４
％
に
改
善
し
た
。

一
方
で
茨
城
県
の
担
当
者
は

義

務
付
け
で

（
加
入
意
識
は
）

浸
透
す
る
の
か
」と
疑
問
視
し
、

条
例
は
検
討
し
て
い
な
い
。
努

力
義
務
と
す
る
東
京
都
で
も
担

当
者
が

「
実
効
性
は
把
握
で
き

て
い
な
い
」
と
説
明
し
た
。

自
転
車
政
策

・
計
画
推
進
機

構
の
古
倉
理
事
長
は

「
車
の
自

賠
賣
保
険
の
よ
う
な
制
度
導
入

は
難
し
く
、
自
転
車
の
保
険
加

入
は
行
政
が
主
導
す
べ
き
だ
。

加
入
義
務
付
け
は
全
自
治
体
で

必
要
」
と
指
摘
し
て
い
る
。


